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研究成果の概要（和文）： 
 本研究課題では、研究代表者らによる無溶接柱梁接合構法に関する既往の研究を発展さ
せ、(1)高層建築への適用範囲拡大の可能性検証、(2)同接合構法に適した構造計画の提案、
を行った。(1)については、高軸力柱における無溶接柱梁接合部の挙動を載荷実験と数値シ
ミュレーションによって明らかにし、柱軸力が接合部の挙動に及ぼす影響を定量的に検証
した。その結果に基づき、無溶接柱梁接合構法が適用可能な柱軸力の範囲を提示している。
(2)については、高力ボルト接合を多用する無溶接柱梁接合構法に適した開断面の柱部材を
用いることを想定して、一般的な中低層鉄骨建築物と同様の二方向ラーメン架構を実現で
きるよう、弱軸構面の柱梁接合部に方杖補強を行って架構の剛性と強度を確保する構造計
画の実現可能性を検証した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
In this study, feasibility of “weldless” column-to-beam semi-rigid connection in steel building 
structures is investigated. The following two subjects are studied: (1) feasibility of the weldless 
connections to high-rise buildings, (2) possibility of structural design of steel frameworks with the 
weldless connections. For the fist subject, the local behavior of the weldless beam-end connection 
in a high-rise building is investigated by loading tests and numerical simulations. According to the 
experimental and analytical investigations, the axial compressive ratio where the compression of 
the column has little effect on connection strength is determined. For the second subject, the 
applications of the weldless connections to multi-story building structures with reinforcing knee 
braces are studied. Subassemblage loading tests show that plastic hinge positions can be controlled 
by knee braces’ design. Example designs of low-rise buildings are conducted. 
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１．研究開始当初の背景 
 
 現在のわが国における中低層鋼構造建築
物では、工場や体育館などのやや特殊なもの
を除き、冷間成形角形鋼管を柱材として用い
て二方向の平面骨組をともに剛接骨組とす
る設計が大半を占める。それに伴い、梁フラ
ンジを完全溶込み溶接する剛接柱梁接合部
が多用されている。1995 年の兵庫県南部地
震において、このような剛接接合部の溶接部
近傍が起点となった脆性的破壊による被害
が多く発生した。この事実を受けて、数多く
の研究者や設計者により柱梁接合部におけ
る脆性的破壊を防止するための設計の改善
や改良について活発に研究が行われてきた。
研究代表者を含む研究グループでは、溶接接
合に関わる様々な問題を回避するために「溶
接を用いずに全ての接合を高力ボルト接合
とする」という方針に従う建築鉄骨架構の構
造計画に関する実験的・解析的研究をこれま
で進めてきた。 

 
図 1. 無溶接無補強柱梁接合部 

 
２．研究の目的 
 
 本研究課題の目的は、研究代表者を含む研
究グループによるこれまでの研究をさらに
発展させ、無溶接柱梁接合構法について 
(1) 高層建築への適用範囲拡大の可能性検証 
(2) 無溶接接合構法に適した構造計画の提案 
を行うことである。 
 (1)については、高層建築のように柱部材の
軸力比が大きい場合の無溶接柱梁接合部の
挙動が既往の研究では未検証であるため、無
溶接柱梁接合構法が適用可能な柱軸力の範
囲を提案する。 

(2)については、高力ボルト接合を多用する
無溶接柱梁接合構法に適した開断面の柱部
材(具体的には H 形鋼柱)を用いることを想定
して、一般的な中低層鉄骨建築物と同様の二
方向ラーメン架構を実現させるために、弱軸
構面の柱梁接合部に方杖補強を行って架構
の剛性と強度を確保する構造計画の実現可
能性を検証する。 
 

３．研究の方法 
 
 本研究課題における上述の二つのテーマ
のうち、(1)のテーマについては 
(1-a)柱相当部に軸力を作用させながらの接
合部局部引張実験 
(1-b)有限要素解析による圧縮軸力下での接
合部局部の数値シミュレーション 
を実施した。(1-a)については、柱相当部に軸
力を導入しない既往の実験研究における実
績に基づき、既往の試験体と載荷フレームに
改良を加えて柱相当部に軸力導入を伴った
載荷実験を実施した(図 1)。(1-b)については、
(1-a)の実験結果に加えて、既往の軸力非導入
試験体も含めて、有限要素解析により載荷実
験結果が再現できることを確認し、試験装置
の制約上載荷実験が不可能な高軸力下での
接合部局部挙動に関する数値実験を実施し
た(図 2)。 

  
図 1. 載荷装置 
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図 2. 軸力導入局部引張実験試験体 



もう一方の(2)のテーマについては、 
(2-a)方杖付き柱梁部分骨組の繰り返し載荷
実験 
(2-b)方杖付き架構の弾塑性解析 
を実施した。(2-a)については、建築鉄骨架構
の柱梁溶接部を無溶接柱梁接合のみで構成
すると架構の剛性と耐力が不足するため、そ
れを補うために方杖部材による補強を併用
することを提案し、方杖付き無補強柱梁接合
の構造性能を確認するための部分架構の繰
り返し載荷実験を行った(図 3)。(2-b)につい
ては、まず無補強接合部の力学挙動をモデル
化して無補強接合部を含む架構全体の挙動
を骨組モデルで再現できることを確認し、次
いで(2-a)で提案した「無補強柱梁接合+方杖
部材」の架構形式で十分な耐震性能を有する
鉄骨架構が実現可能であるかを試設計して
検証した。 

 

 
 

図 3. 無溶接柱梁接合+方杖架構試験体 
 

４．研究成果 
 
 テーマ(1)で行った(1-a)柱相当部に軸力を
作用させながらの接合部局部引張実験にお
いては、2 本の 1000kN オイルジャッキで柱
相当部に軸力比 30%に相当する圧縮力を導
入した。局部引張実験の結果、試験体の終局
状態はボルト破断や板要素のパンチングシ
ア破壊など、概ね軸力非導入試験体と同様で
あった(図 4)。局部引張実験で得られた引張
荷重-局部面外変形関係(図 5)によって軸力導
入試験体と軸力非導入試験体を比較すると、
降伏耐力付近までは両者にほとんど違いが
見られないものの、局部変形で 10mm を超え
る大変形域では軸力導入試験体の耐力が低
下していることがわかる。また、柱梁接合部
付近の歪分布から、柱部材に生じる軸方向歪
がスプリットティ接合部に近付くにつれて
乱れる様子も観測できた(図 6)。 
 試験装置の制約上、載荷実験では導入軸力
に限界があるため、より高軸力の場合の接合
部の挙動は有限要素解析(図 7)による数値実
験で確認した。軸力比の範囲は 0～60%とし、
高層建物の最下層の柱に生じる軸力の程度
までを包含するように設定した。パラメトリ
ックな数値実験に先立ち、載荷実験結果が有
限要素解析で再現できるかどうかを検証し
た。その結果、有限要素解析結果の方がわず
かに耐力を高めに評価する傾向があるもの
の、載荷実験による荷重-変形関係曲線をよく
再現でき(図 8)、有限要素解析の妥当性が確
かめられた。次いで、軸力比をパラメータと
した一連の解析を行い、柱軸力が接合部局部
の荷重-変形関係に及ぼす影響を調べた(図 9)。
その結果、柱軸力に伴う耐力低下の程度は強
軸側接合部よりも弱軸側接合部の方が小さ
いことがわかった。そして、接合部の全塑性
耐力に着目して、柱軸力が接合部挙動に及ぼ
す影響を検証した結果、断面形状にやや依存
する傾向があるものの、軸力比 30%程度まで
は柱軸力の影響を考慮する必要がないこと
がわかった(図 10)。 
 

  
ボルト破断(強軸) パンチングシア破壊(弱軸) 

 
柱フランジの局所変形(弱軸) 
図 4. 試験体の終局状態 
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図 5. 無補強柱梁接合部における接合部局部

引張荷重-局部面外変形関係 
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h=540mm 
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h=460mm 
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h=380mm 
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図 6. 柱部材の軸方向歪分布(強軸接合部) 

 
図 7. 有限要素解析モデル(強軸) 
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図 8. 荷重-変形関係における載荷実験結果

と有限要素解析結果の比較 
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図 9. 数値実験で得られた高軸力下での荷重

-変形関係 
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強軸                弱軸 

図 10. 柱軸力に伴う接合部全塑性耐力 

の低下 

 
テーマ(2)については、無補強柱梁接合部

に方杖補強を行った部分架構の繰り返し載
荷実験結果(図 11)の詳細な分析を行った。方
杖角度は 45, 60 度の二通りとした。載荷実
験結果より、方杖補強を行った架構は未補強
の架構に比べて強度・剛性ともに大きく増大
することが確認できた。また、既往の無補強
方杖部材端接合部を有する部分架構の繰り
返し載荷実験結果を分析した結果、方杖材端
接合部の局部挙動が接合部局部引張実験結
果と概ね符合することが確認できた(図 12)。
架構の終局時には接合部付近に大きな局所
変形が発生したものの(図 13)、接合部局部挙
動からは接合部降伏が架構の降伏を決定付
けるようなことはなかったと判断できた。本
研究課題で提案した「無補強接合部+方杖補
強」が弱軸構面の柱梁接合構法として有効で
あることを確認できた。 

「無補強接合部+方杖補強」柱梁接合部を
含む部分架構の構造性能が確認できたので、
次に架構全体の構造設計への適用可能性を
検証した。部分架構実験では試験体数の制約
があるため十分な確認はできないものの、架
構計画においては無補強柱梁接合部と方杖
部材の周辺(梁部材、方杖端接合部、柱端接
合部)の耐力のバランスを変えることで方杖
付き架構の多様な設計が可能である(図 14)。
以上の知見を基にして、柱を H形鋼とする建
築鉄骨架構に無補強柱梁接合を適用し、弱軸
構面の剛性と強度を補うためにブレースの
代わりに方杖部材を設置する場合の試設計
を行った(図 15)。その結果、適切な方杖部材
を配置することによって、柱梁接合部・方杖
端接合部を無補強接合とする場合でも、無補
強接合部の性能が支配的にはならず、十分な
耐震性能を有する架構を設計できることが
確かめられた。 

本研究課題で提案した「無補強接合部+方

杖補強」構法に関する知見は、現場での溶接

作業が困難となる場合が多い耐震補強への

応用が可能であろう。今後は、耐震補強工法

としての無補強接合の可能性についても本

研究を発展させていきたい。 
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図 11. 方杖付き部分架構の繰り返し載荷実

験結果 
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梁フランジ-柱ウェブ接合部 
図 12. 無補強接合部局部挙動 
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図 13. 部分架構試験体の終局状態 

 
図 14. 方杖部材の設計による降伏箇所の 

制御可能性 
 

 
図 15. 試設計した方杖付き低層鉄骨架構の

地震応答結果の例 
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